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１．はじめに 

少子高齢化や核家族化など、子どもを取り巻く環境の変化や、家

庭や地域の子育て機能・教育力の低下が指摘される中、放課後等の

子どもたちの安全で健やかな活動場所の確保を図るため、平成１９

年３月に文部科学省及び厚生労働省から連名で「放課後子どもプラ

ン」の創設が示され、各市町村において教育委員会と福祉部局が連

携して放課後子ども教室と放課後児童クラブを一体的に、あるいは

連携して実施することとされました。 

その後、共働き家庭等の「小１の壁」を打破するとともに、次代

を担う人材を育成するため、すべての児童が放課後等を安全・安心

に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、平成２６年

７月に「放課後子ども総合プラン」が両省において策定され、平成

３１年度末までに放課後児童クラブにおいて約３０万人分の受け

皿を新たに整備するとともに、一体型で実施する放課後子ども教室

と放課後児童クラブを１万箇所以上整備することなどが示されま

した。 

また、放課後児童クラブのさらなる受け皿整備などを行うことと

して、平成３０年９月に「新・放課後子ども総合プラン」が策定さ

れるなど、近年、国においては放課後児童対策が強く推進されてい

るところです。 

小牧市につきましても、放課後児童クラブの計画的な整備や、一

部の放課後子ども教室の活動プログラムに放課後児童クラブの児

童が参加するなど、放課後児童対策が推進され、また、児童の放課

後のあり方に関する検討が実施されるなどの取り組みが行われて

いるところですが、放課後子ども総合プランの実施にあたっては、

放課後子ども教室、放課後児童クラブともに人材確保や活動場所の

確保などの課題を抱えている中で、実現可能で実効性のある方策が

推進されることが望まれます。 

小牧市の放課後子ども総合プランについては、本提言を参考に、

十分な検討を経て実施されることを期待します。 
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２．小牧市放課後子ども総合プランの導入に係る検討について 

小牧市においては、平成２６年７月に国が策定しました「放課後

子ども総合プラン」、及び平成３０年９月に国が策定しました「新・

放課後子ども総合プラン」に対して、下表のとおり検討が実施され

ています。 

 

【経緯】 

日程 内容 

平成 30 年 6 月  

 

 

 

令和元年 6 月 

 

 

 

令和元年 7 月 

 

 

令和 2 年 2 月 

 

 

令和 2 年 10 月  

小学生児童の放課後のあり方について、小牧市こ

ども・子育て会議に専門部会「児童の放課後のあ

り方に関する検討部会」を設置 

 

児童の放課後 のあ り方に関する 検討 部会より、

「児童の放課後のあり方に関する提言書」が提出

される 

 

「小牧市放課後子ども総合プラン導入検討委員

会」を設置 

 

令和 3 年度からのモデル事業を小牧、光ヶ丘小学

校で実施することを決定） 

 

小牧市放課後子ども総合プラン導入検討委員会

より、「小牧市放課後子ども総合プランに関する

提言書」を提出 

 

この提言は、「児童の放課後のあり方に関する提言書」を受け、

児童クラブ、放課後子ども教室、学校、地域及び児童福祉関係者で、

小牧市で放課後子ども総合プランを実施するための方策を検討し

た結果をまとめたものです。 

【小牧市放課後子ども総合プラン導入検討委員会】  

・令和元年度から令和２年度の間に延べ８回開催 

・名古屋市立名北小学校トワイライトルームを視察（元年度）
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２．児童の放課後のあり方に関する提言（令和元年５月提言書抜粋） 

 ・ 放課後が児童にとってより有意義なものになるためには、児

童の自主性・主体性が尊重され、自己決定力が育成される環境

が確保されるべきである。そのために、様々な放課後の過ごし

方の中から、児童が自ら選択できる環境を確保することが重要

である。 

 ・ 途切れなく子育て支援策を行うためには、将来の市の財政や

少子高齢化などの社会情勢に対応できる持続可能な施策を行

うべきである。 

 ・ 企業内保育所のような預かり施設を設置することや、子育て

中の従業員の定時帰宅制度を実施することなどの働きかけを

企業に対して行うことも検討すべきである。 

 ・ ボランティアの発掘、育成を行い、児童クラブ支援員や学校

教員の負担軽減を図ることが必要である。また、行政がマッチ

ングに参加すれば、より有効に機能すると考えられる。  

 ・ 新・放課後子ども総合プランの実施は、人員や場所の確保に

ついて行政、学校、保護者、地域などの関係者が十分に協議を

行い、負担が偏在しないようにすべきである。 

 ・ 女性の社会進出の進展や保護者ニーズなどを考慮して預かり

時間を延長する場合でも、早期に帰宅して差し支えない児童は

早期に帰宅させる仕組みとして、必要に応じた利用となるよう

にすべきである。 

 ・ 児童クラブ保護者負担金については、受益者負担の原則の下、

利用時間などに応じた金額とすることが望ましい。また、多子

減免の創設など、少子化対策としての取り組みも必要である。 
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３．小牧市の放課後子ども教室と児童クラブの状況（2.4.1 現在） 

名称  児童クラブ  放課後子ども教室  

所管省庁  厚生労働省  文部科学省  

目的  

小 学 校 に 就 学 し て い る 児 童
で あ っ て 、 そ の 保 護 者 が 労
働 等 に よ り 昼 間 家 庭 に い な
い も の に 、 授 業 の 終 了 後 に
児 童 厚 生 施 設 等 の 施 設 を 利
用 し て 適 切 な 遊 び 及 び 生 活
の 場 を 与 え て 、 そ の 健 全 な
育成を図る事業  

放 課 後 に 市 内 の 各 小 学 校 の
施 設 を 活 用 し 、 子 ど も た ち
の 安 全 ・ 安 心 な 活 動 拠 点 を
設 け る と と も に 、 地 域 住 民
等 の 協 力 を 得 て 、 心 豊 か で
健 や か に 育 ま れ る 環 境 づ く
りを推進するために行う  

対象学年  １～６年生  
実 施 箇 所 に よ り 異 な る （ １
～６年生、４～６年生など） 

活動日  

月～金  
授業終了後～ 18： 30 

土  
8： 30～ 18： 00 

実施箇所により異なる  
月 ２ ～ ３ 回 、 年 平 均 ２ ０ 回
程度（木曜日等に実施）  
15： 00～ 16： 30 

学校の長期休  
業中の実施  

あり  なし  

従事者数  
所長    16 人  
指導員   25 人  
支援員  115 人  

安全管理指導員  137 人  
（ 大 半 の 学 校 は 、 学 校 地 域
コーディネーターが統括）  

登録者数  2,254 人  619 人（元年度）  

利用料金  

5,000 円 ／ 月 （ 要 件 に よ り
2,500 円 と な る 場 合 や 免 除
となる場合あり）  
お や つ 代 （ お や つ を 出 し て
い る ク ラ ブ に 限 り 、 実 費 相
当額）  

傷害保険料として年 800 円  
教材費として実費相当額  

主な活動内容  

・本読みや自習の時間  
・外遊びの時間  
・ＤＶＤを観る時間  
・ 自 由 な 時 間 （ カ ー ド ゲ ー
ムで遊ぶ等）  
※ 学 校 長 期 休 業 中 に は 、 ボ
ラ ン テ ィ ア に よ る 屋 外 観
察、工作活動等も実施  

・工作  
・クッキング  
・読書  
・読み聞かせ  
・ゲーム  
・外部講師による講座  他  

現状と課題  

・ 申 込 者 は 原 則 全 て 受 入 し
て い る が 、 保 育 室 面 積 か ら
算 定 し た 定 員 以 上 の 申 込 が
あった場合は待機となる  
・ 一 部 の 児 童 ク ラ ブ で は 施
設が狭隘化している  
・ 所 長 、 指 導 員 は 、 令 和 ２
年度に処遇改善を実施  
・配慮が必要な児童の増加  

・従事者、後継者不足  
・開催回数は週１回が限度  
・ 希 望 者 全 員 を 受 け 入 れ で
きない学校がある（抽選）  
・ 小 学 校 の 英 語 の 必 修 化 に
よ り 、 一 部 の 学 校 で 令 和 ２
年 度 よ り 開 催 日 時 等 が 変 更
となる  
・ 令 和 ２ 年 度 は 新 型 コ ロ ナ
ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 の た め
１学期は実施していない  
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４．小牧市放課後子ども総合プランの姿 

  令和元年度から令和２年度の小牧市放課後子ども総合プラン

導入検討委員会（以下「委員会」という。）における検討の結果、

小牧市における放課後子ども総合プランの姿を以下のようにま

とめます。 

 

 ①  基本的な考え方 

   現在の放課後子ども教室の活動日の一部を児童クラブと合

同で体験活動を行う日とし、かつ年に１回程度、本格的な体験

活動を放課後子ども総合プランに参加する児童に提供するこ

とで、児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験活動を

行うことができる環境を整備する。 

 

 ②  従事者 

   放課後子ども総合プランの着実な実施のためには、関係機関

との調整、及び各地区からの様々な相談に応じ、的確に助言を

行うコーディネーター的な人材を市に配置することが不可欠

と考える。 

 

【体制図】 
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③ 活動場所 

  原則として、現在の児童クラブ、放課後子ども教室の活動場

所にて実施するが、不足する場合は事前に学校と協議のうえ、

場所を借用する。 

   なお、場所の選定にあたっては、児童の動線や学校との施設

管理上の分担についても協議が行われるべきである。  

 

 ④  費用 

   児童クラブを主として利用する児童については、令和３年度

から実施される保護者負担金見直し後の金額とする。 

   放課後子ども教室を主として利用する児童については、現在

と同様、傷害保険料として年額 800 円、材料費として実費相当

額を徴収する。 

   なお、合同の体験活動に必要となる消耗品費等については、

当面の間、実費徴収ではなく市費負担とする。 

 

 ⑤  利用定員 

   放課後子ども教室の受入可能定員を考慮し、受入上限人数を

決定する。なお、活動内容によっては多人数で実施できる内容

（主に鑑賞）もあるため、活動内容毎で決定する。 

 

 ⑥  モデル事業について 

   委員会での検討において、放課後子ども教室の従事者不足等、

放課後子ども総合プラン実施における課題が複数挙げられて

いる。市内全域での一斉導入は困難であると考えられるため、

令和３年度はモデル校でモデル事業を実施し、その評価・検証

を踏まえて令和４年度以降の事業計画を検討すべきと考える。 
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５．モデル事業について 

  モデル事業は、令和４年度以降の事業の方向性を検討するうえ

で重要な役割を担うと考えられるため、以下のように進捗を図ら

れるべきと考えます。 

 

 段階１  

  モデル事業を実施した結果に対して、各モデル校で自己評価を

行い、課題を洗い出す。（協議会で検討することも考えられる。） 

  また、モデル事業の参加者にアンケート調査を行い、その結果

を評価結果に加える。 

 

 段階２  

  市及び運営委員会は、モデル校からの報告を受け、全体的な評

価・検証を行う。 

  その後、モデル校は以下の段階３を実施する。また、モデル校

以外の導入校は、地域や従事者の状況等を考慮して市で選定し、

令和４年度以降、随時導入を進める。 

  なお、全体的な評価・検証の結果、事業の方向性を大きく変更

する必要があると認められる場合は、市はモデル校と密に協議を

行い、速やかに事業の再設計を進める。 

 

 段階３  

  令和３年度のモデル校は、モデル事業の自己評価で得られた結

果及び運営委員会等からの答申を踏まえ、令和４年度の事業内容

の検討を進める。以降各年度、協議会等での事業評価・見直しを

繰り返す。 

 

 ◎  放課後子ども総合プランの展開にあたっては、制度上の課題

の解決のほか、地域のニーズ・意向を十分に踏まえ、かつ他の

放課後関連施策との関係性を整理して実施されるべきである。 
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６．実施体制について 

  小牧市放課後子ども総合プランの実施にあたっては、国が示す

運営委員会及び協議会を効果的に運営し、評価・検証を行うこと

が必要と考えられます。 

  運営委員会等の設置については、関係者への業務負担となるこ

とも踏まえ、既存の組織の有効活用を視野に入れながら、以下の

ように実施されることが望ましいと考えます。 

 

【実施体制図】 
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７．引き続いて検討されるべき意見 

  委員会での検討においては、様々な意見が各委員から出されま

した。 

  今後の事業展開において、引き続いて考慮すべき内容を以下に

まとめます。 

 

 ①  児童クラブと放課後子ども教室は成り立ちが別であり、今ま

ではそれぞれ運営されてきたため一体化することは難しいと

考えられるが、逆に言うと、違う故に新しい考え方が出てくる

ことも期待できる。学校と地域の間を調整する立場として学校

から推薦を受けている学校地域コーディネーターが放課後子

ども教室に従事しているという強みを生かしつつ、児童向けの

資源の活用、関係者同士の連携を深めることで、放課後の児童

をただ預かるのではなく、成長に寄与することを協力して進め

ていくという観点を持つこと。 

 ②  同じ小牧市内でも、例えば名鉄沿線は児童がとても多いが、

離れると少なくなり、地域差が大きくなっている。人が集まる

ところとそうでないところでは、同じ事業を行おうとしても向

き・不向きが当然生じることを考慮すること。 

 ③  本委員会での意見が、委員でない関係者全体にも共有される

よう配慮すること。 

 ④  様々な講座を行っており、ノウハウがある児童館との連携を

図ること。 

 ⑤  定員の都合等で活動に参加できなかった児童が、参加できた

児童が工作活動で作ったものを見てうらやましいと思うこと

はあると思うが、自分が大人になったときに、その体験が生き

てきて何かにつながると思う。公平性が保たれないため全員参

加できないものは非とするのか、参加できない子にフォローし

ながら工夫して一部でも行うこととするのかそれぞれの考え

方があると思うが、今後検討を進める中でこのような視点も持

つこと。 

 ⑥  従事者の確保策の一環として、市単位での人材の管理、大学

や企業との連携を検討すること。 
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 ⑦  社会福祉協議会ボランティアセンターの登録ボランティア

以外のボランティアも多数いるため、地域協議会や関係団体と

の連携も含めて様々な確保策を実践すること。 

 ⑧  児童クラブの従事者は市の職員、放課後子ども教室の従事者

はボランティアという立場の違いがある。放課後子ども総合プ

ランの実施にあたっては、双方の立場の違いを踏まえたうえで

十分に情報交換できる場を設けるべきであること。  

 ⑨  今後導入校が増加するに伴い、放課後子ども総合プランコー

ディネーターも必要な人員数が確保されるべきであること。  

 ⑩  例えば夏休みに学校の図書室が借用できれば、場所の確保の

みならず本が好きな児童にとってよい活動場所となる。こども

未来部と教育委員会が連携して取り組み、放課後子ども教室と

児童クラブの一体化の運営の機運を高めれば、関連する調整も

実施しやすくなると思われること。 

 


